
 江南市の公共交通について総括し、今後1年間の 

対応方針を決める2023年度の地域公共交通会議が 

8月3日に開催され、党議員団も市民の皆さんと傍 

聴しました。 

 方針として、新たに以下の点が打ち出され承認さ 

れました。大きな一歩前進です。 

 

① いこまいＣＡＲの運行のひっ迫を軽減するため、新たな公

共交通として乗合型オンデマンド交通について検討する。 

② 利用者の利便性の向上につながる制度の見直しや労働時間

等の基準の改正に伴う影響について、タクシー事業者と協議し、

今後のいこまいＣＡＲ制度の在り方について検討する。 

 

これに対し、委員である県タクシー協会代表からは、「いこま

いＣＡＲを年齢制限、回数制限をして、困った人に絞った制度

に改善。需要のピークをずらして、いこまいＣＡＲの存続を」

との強い要望が出されました。 

 県バス協会からは、「オンデマンド交通を導入すると、既存の 

路線バスやタクシーに間違いなく影響が出る。導入は慎重に」 

と警戒する意見が出されました。 

 中部運輸局からは「いこまいCARは混み合う朝の時間帯の 

料金値上げ、路線バス乗り継ぎの場合の値下げなどの検討を」

「オンデマンドが良いか、いこまいCARで良いのか、（コミュ

ニティ）バスの方が良いのか、バランスの検討を」などの意見

がありました。 

  

 

  

 

 当局の説明でも議論の中でもでてきたのは、運転手が足りな

くて、午前中病院に行く予約が多いため、前日でも予約が取れ

ないことがあり、いこまいカーは今のままでは続けられない。

見直しが必要であるということでした。 
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江南市地域公共交通会議で承認。公共交通充実へ大きな一歩 

 

三輪陽子議員  ６月議会一般質問の続き 

 

現在補聴器購入助成は障害者手帳を持つ方に限られている

が、早めに補聴器をつけることで認知症予防になることがわ

かっている。来年度実施の第９期介護保険事業計画及び高齢

者福祉計画で補聴器の助成制度が入る見通しについて質しま

した。 

次期計画の重要な課題であるとの認識はあるが、財源が問

題となり、他の事業の見直しも含めて様々な検討をしている

とのあいまいな答弁でした。 

他の実施自治体では上限３万円程度なので、100人分でも

300万円程度。 

財政調整基金が昨年度末33億円も積みあがっているので 

是非実施をと強く訴えました。 

  

     市担当課は、「オンデマンド交通は、交通空白地域 

から始めることを考えている。いこまいＣＡＲを止 

めることは考えていない。事業者と打ち合わせて、 

住民にとって良いものにしたい。」と回答しました。 

 

扶桑チョイソコの本格運行が延期に 

 １年間の実証実験を終えて今秋から本格運行するはずで

したが、突然の延期。あと１年実証実験を続けることがわ

かりました。扶桑町内から直接、江南厚生病院へ乗り入れ

てきたチョイソコが原因で、名鉄バスの江南・病院線の乗

客が減少したのではないか、その影響を検証するためです。

名鉄バス側から強い苦情が出ていました。 

 

もっと市民の声の反映を（傍聴者の感想） 

●多くの応募者の中から選ばれたたった1人の公募委員に

は、地域で困っている人の声を代弁し、いこまいカーだけで

ない公共交通の必要性を主張してほしかったです。市民の立

場での発言は、老人会会長だけで残念でした。 

●バスやタクシー事業者間の調整会議のようで、市民の声が

ほとんど出ませんでした。公募委員をもっと増やし、会議の

回数も増やして、公共交通の充実へ大至急取り組んで欲しい

です。 

●オンデマンド交通の実施にあたっては、名鉄バスやタクシ

ーと競合しないよう十分な配慮が必要なことが、早くも明ら

かになりました。前途多難です。 

 

７月24日にオンラインで岡山の自治体学校に参加しました。 

① 暮らしから考える自治体行政のデジタル化 

１， 行政手続きのオンライン化と情報システムの標準化すすむ 

２， マイナンバーカードで集められた情報を企業が使える仕組 

みが作られている。 

３， 自治体が集めた膨大なデーターが提供されることで、監視社 

  会がつくりあげられる。DXは慎重に進めるべきである。 

② 地域の特性を生かして行政が行うべき街づくりを考える 

１， 岡山県真庭市はバイオマスを中心とした地産エネルギーで 

すでにエネルギー自給率62％を達成、100％をめざしている 

２， 地域資源を生かした「回る経済」を確立する。 

３， 市民だれもが参加できる「対話の場」作りで共生社会を実現 

 

＊江南市でも参考にできるところを生かして提言していきます。 

                三輪 陽子 
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